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１
．
自
動
車
盗
難

の
急
増

　
１
９
９
９
年
以
降
、
自
動

車
盗
難
認
知
件
数
は
全
国
的

に
急
増
し
た
（
１
９
９
９
年

に
４
万
３
０
９
２
件
、
２
０

０
０
年
に
は
５
万
６
２
０
５

件
）
。
こ
の
背
景
に
は
、
そ

れ
ま
で
盗
ん
だ
自
動
車
を
み

ず
か
ら
が
乗
る
と
い
う
単
独

犯
が
主
流
で
あ
っ
た
の
に
対

し
、
外
国
人
を
中
心
と
し
た

国
際
的
な
窃
盗
団
に
よ
る
組

織
的
な
犯
罪
が
急
増
す
る
等

の
自
動
車
窃
盗
犯
罪
の
質
的

な
変
化
が
あ
っ
た
。

　
ま
た
、
車
両
保
険
金
の
支

払
額
も
１
９
９
８
年
度
の
約

２
４
０
億
円
か
ら
、
１
９
９

９
年
度
は
約
４
１
２
億
円
、

２
０
０
０
年
度
に
は
約
５
９

６
億
円
と
急
増
し
た
。

　
こ
う
し
た
状
況
の
中
、
損

害
保
険
協
会
で
は
自
動
車
盗

難
対
策
を
全
国
規
模
で
行
う

こ
と
と
し
、
交
通
リ

ス
ク
調
査
委
員
会
の

下
に
、
車
両
盗
難
対

策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ

ー
ム
を
設
置
し
（
２

０
０
０
年
２
月
）
、

対
策
に
着
手
し
た
。

２
．
官
民
合
同
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

　（
１
）
官
民
合
同
会
議
の

発
足
ま
で

　
損
害
保
険
協
会
は
、
政
府

が
２
０
０
１
年
に
設
置
し
た

国
際
組
織
犯
罪
等
対
策
推
進

本
部
（
以
下
「
対
策
推
進
本

部
」
と
い
う
）
に
対
し
、
官

民
合
同
の
対
策
チ
ー
ム
の
設

置
お
よ
び
警
察
の
盗
難
車
デ

ー
タ
の
税
関
へ
の
提
供
等
を

要
望
し
た
。
そ
の
結
果
、
対

策
推
進
本
部
は
「
国
際
組
織

犯
罪
等
対
策
に
係
る
今
後
の

取
組
み
に
つ
い
て
」
に
お
い

て
、
自
動
車
盗
難
等
の
防
止

に
関
す
る
官
民
合
同
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
以
下
「
官

民
合
同
Ｐ
Ｔ
」
と
い
う
）
の

設
置
を
決
定
し
、
損
害
保
険

協
会
は
、
民
間
側
事
務
局
と

し
て
、
警
察
庁
と
と
も
に
自

動
車
盗
難
お
よ
び
盗
難
自
動

車
の
不
正
輸
出
防
止
に
つ
い

て
総
合
的
な
対
策
を
検
討
す

る
官
民
合
同
Ｐ
Ｔ
の
運
営
を

担
う
こ
と
に
な
っ
た
。

　
そ
の
後
、
損
害
保
険
協
会

は
、
「
自
動
車
盗
難
対
策
の

推
進
に
関
す
る
日
本
損
害
保

険
協
会
の
提
言
」
を
取
り
ま

と
め
、提
言
の
う
ち
、関
係
機

関
と
合
同
で
取
り
組
む
項
目

は
、
官

民
合
同

Ｐ
Ｔ
が

策
定
し

た
「
自

動
車
盗

難
等
防

止
行
動

計
画
」に
明
記
さ
れ
た
。

　（
２
）
官
民
合
同
Ｐ
Ｔ
の

取
り
組
み

　
ア
．
自
動
車
盗
難
等
防
止

行
動
計
画
に
基
づ
く
活
動

　
官
民
合
同
Ｐ
Ｔ
で
は
、
自

動
車
盗
難
等
防
止
行
動
計
画

（
２
０
０
２
年
１
月
23
日
策

定
、
以
下
「
行
動
計
画
」
と

い
う
）
に
基
づ
き
、
自
動
車

盗
難
防
止
、
自
動
車
盗
難
事

件
に
対
す
る
取
締
り
、
盗
難

自
動
車
の
不
正
輸
出
防
止
、

海
外
に
お
け
る
盗
難
自
動
車

の
被
害
回
復
支
援
の
４
つ
の

対
策
を
進
め
た
。

　
イ
．
広
報
活
動

　
自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
に
自
動

車
盗
難
防
止
対
策
を
理
解
し

て
も
ら
う
こ
と
を
目
的
と
し

て
、
広
報
活
動
を
開
始
し
た

（
２
０
０
２
年
以
降
）
。
損

害
保
険
協
会
で
は
、
車
両
盗

難
対
策
室
に
お
い
て
、
広
報

企
画
案
の
作
成
、
メ
ン
バ
ー

団
体
間
の
資
金
分
担
の
調

整
、
メ
ン
バ
ー
団
体
の
関
係

先
に
対
す
る
ポ
ス
タ
ー
掲
示

の
協
力
要
請
等
を
行
っ
た
。

　
第
１
次
自
動
車
盗
難
防
止

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
（
２
０
０
２

年
１
月
）
で
は
、
俳
優
の
梅

宮
辰
夫
氏
を
イ
メ
ー
ジ
キ
ャ

ラ
ク
タ
ー
に
起
用
し
、
「
ひ

と
ご
と
じ
ゃ
な
い
ん
だ
！
ロ

ッ
ク
し
よ
う
ぜ
、
盗
ら
れ
る

前
に
。
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
と

し
て
、「
Ｓ
Ｔ
Ｏ
Ｐ
　
Ｔ
Ｈ
Ｅ

　
自
動
車
盗
難
」
を
訴
え
、

翌
年
以
降
も
毎
年
キ
ャ
ン
ペ

ー
ン
を
実
施
し
て
い
る
。

３
．
損
害
保
険
協
会

独
自
の
取
り
組
み

　（
１
）
「
盗
難
防
止
の
日
」

の
活
動

　
10
月
７
日
を
「
盗
難
防
止

の
日
」
と
し
て
定
め
（
２
０

０
３
年
）
、
損
害
保
険
業
界

を
挙
げ
て
、
自
動
車
盗
難
防

止
を
呼
び
か
け
て
い
る
。
毎

年
、
各
地
の
損
害
保
険
会
社

社
員
、
都
道
府
県
警
察
、
損

害
保
険
代
理
業
協
会
会
員
等

が
、
主
要
駅
や
街
頭
な
ど

で
、
啓
発
チ
ラ
シ
や
グ
ッ
ズ

を
配
布
し
、
防
犯
対
策
の
必

要
性
を
訴
え
て
い
る
。

　（
２
）
自
動
車
盗
難
事
故

実
態
調
査

　
損
害
保
険
会
社
が
車
両
保

険
金
を
支
払
っ
た
事
故
を
対

象
と
し
て
、
自
動
車
盗
難
事

故
実
態
調
査
を
２
０
０
０
年

か
ら
実
施
（
毎
年
11
月
。
２

０
０
０
年
の
み
３
月
）
し
て

い
る
。
盗
難
の
多
い
自
動
車

に
つ
い
て
は
、
自
動
車
ユ
ー

ザ
ー
が
身
近
な
危
険
と
し
て

認
識
で
き
る
よ
う
、
関
係
団

体
の
理
解
を
得
て
車
名
を
公

表
し
て
い
る
。

　（
３
）
最
新
の
盗
難
手
口

の
研
究

　
最
新
の
盗
難
手
口
に
つ
い

て
、
専
門
機
関
に
研
究
委
託

し
、
そ
の
研
究
結
果
を
会
員

会
社
の
担
当
者
に
提
供
す
る

こ
と
に
よ
り
、
盗
難
手
口
に

関
す
る
情
報
を
損
害
保
険
業

界
内
で
共
有
し
て
い
る
。
盗

難
手
口
の
研
究
結
果
に
つ
い

て
は
、
自
動
車
盗
難
対
策
に

生
か
す
と
と
も
に
、
保
険
金

の
詐
取
を
目
的
と
す
る
偽
装

盗
難
の
発
見
に
お
い
て
も
参

考
と
し
て
い
る
。

４
．
自
動
車
盗
難

対
策
の
成
果
と
今

後
の
展
望

　
自
動
車
盗
難
認
知
件
数

は
、
２
０
０
３
年
に
６
万
４

２
２
３
件
と
最
高
を
記
録
し

た
後
減
少
に
転
じ
た
。
前
述

の
と
お
り
各
種
の
取
り
組
み

の
結
果
、
２
０
０
６
年
に
は

急
増
以
前
の
水
準
と
な
り
、

２
０
１
５
年
に
は
１
万
３
８

２
１
件
と
ピ
ー
ク
時
の
お
よ

そ
５
分
の
１
の
水
準
ま
で
減

少
し
た
。

　
盗
難
の
形
態
別
で
は
、
キ

ー
あ
り
盗
難
（
エ
ン
ジ
ン
キ

ー
を
付
け
た
状
態
で
盗
ま
れ

る
）
件
数
は
、
２
０
０
３
年

の
１
万
８
５
６
８
件
か
ら
、

２
０
１
５
年
の
３
５
５
２
件

ま
で
減
少
し
、
キ
ー
な
し
盗

難
（
エ
ン
ジ
ン
キ
ー
を
付
け

て
い
な
い
状
態
で
盗
ま
れ

る
）
件
数
も
、
２
０
０
３
年

の
４
万
５
６
５
５
件
か
ら
、

２
０
１
５
年
の
１
万
２
６
９

件
ま
で
減
少
し
た
。
こ
れ
ら

は
、
自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
に
対

す
る
盗
難
防
止
対
策
お
よ
び

警
察
に
よ
る
取
締
り
の
強

化
、
自
動
車
の
盗
難
防
止
性

能
向
上
、
不
正
輸
出
防
止
対

策
等
、
官
民
合
同
Ｐ
Ｔ
の
各

メ
ン
バ
ー
に
よ
る
複
合
的
な

対
策
の
成
果
と
い
え
る
。

　
ま
た
、
自
動
車
盗
難
に
係

る
支
払
保
険
金
は
、
２
０
０

０
年
度
に
５
９
６
億
円
と
最

高
額
を
記
録
し
た
が
、
２
０

１
５
年
度
に
は
１
２
２
億
円

と
な
り
、
ピ
ー
ク
時
の
５
分

の
１
の
水
準
ま
で
減
少
し

た
。

　
自
動
車
盗
難
認
知
件
数
は

減
少
し
た
が
、
狙
わ
れ
や
す

い
高
級
車
や
人
気
車
の
盗
難

は
、
１
件
当
た
り
の
被
害
金

額
が
大
き
く
、
２
次
犯
罪
の

資
金
源
に
な
る
と
言
わ
れ
る

な
ど
社
会
的
な
影
響
が
大
き

い
。
ま
た
、
自
動
車
盗
難
の

手
口
も
日
進
月
歩
で
あ
り
、

新
た
な
手
口
の
自
動
車
盗
難

が
増
加
す
る
お
そ
れ
も
あ

り
、
引
き
続
き
関
係
機
関
と

の
連
携
に
よ
る
対
策
が
必
要

で
あ
る
。

（
つ
づ
く
）

◇

　【
文
責
：
日
本
損
害
保
険

協
会
】

　
本
特
集
で
は
、
日
本
損
害
保
険
協
会
が
創
立
１
０
０
周
年
に
あ
た
り
刊
行
し
た
「
日
本
損
害
保
険
協
会
百
年
史
」
を

も
と
に
、
同
協
会
の
歩
み
を
紹
介
し
て
い
る
。
第
17
回
は
、
官
民
が
連
携
し
て
取
り
組
ん
で
き
た
自
動
車
盗
難
防
止
対

策
を
概
観
す
る
。

損保協会作成の記念ロゴ

自動車盗難等防止行動計画（2013年12月改定版）の主な項目
１．自動車盗難防止対策
・盗難防止性能の高い自動車の普及
・イモビライザ（注）等盗難防止装置の普及促進
（注）�イモビライザとは、車本体と鍵に埋め込まれた電子チップの認証

コードが合わないと自動車が始動しない仕組みをいう。
・駐車場等における対策についての防犯指導および広報啓発
・�自動車リサイクル制度における電子マニフェストの活用等使用済自動車が
適正に解体されたことを確認する取り組みの実効性向上等について検討
・違法な解体ヤードの実態把握

２．自動車盗難事件に対する取締り
・自動車ナンバー自動読取システムの整備推進

３．盗難自動車の不正輸出防止対策
・盗難自動車の不正流通防止対策等の推進
・盗難自動車に関する情報交換等
・埠頭の管理強化

４．海外における盗難自動車の被害回復支援
・盗難自動車が海外で発見された場合の対応支援

自動車盗難防止キャンペーンの広報実施例
第1次キャンペーン
（2002年1月～3月）

第13次キャンペーン
（2013年10月7日～20日）

・ポスター作成（30万枚）
・ステッカー作成
・ラジオＣＭ
・駅張りポスターの掲出
・記者会見

・�Facebook上で「大事なクルマ盗られま川柳」
を募集
・�ポスター（17万枚）、チラシ（150万枚）作成
・�盗難多発地域（千葉県・愛知県・大阪府）に�
おけるご当地キャラクター、地域協議会等
による街頭活動

特
集
　 

損
保
協
会  

～
１
０
０
年
の
あ
ゆ
み
～

自
動
車
盗
難
防
止
対
策

―
官
民
の
連
携
し
た
取
り
組
み
―

【第17回】

2015年度の活動の様子（東京駅）

自動車盗難認知件数の推移（警察庁統計）

自動車盗難に係る保険金支払額の推移

（注）車上ねらいを含む。損害保険協会調べ
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官民合同 PT 設置当初のメンバー（発足時点の名称）

警察庁、財務省、経済産業省、国土交通省、社団法人日本損害保険協会、
社団法人日本自動車工業会、社団法人日本自動車販売協会連合会、
社団法人日本中古自動車販売協会連合会、社団法人全国レンタカー協会、
社団法人全日本駐車協会、社団法人日本自動車整備振興会連合会、
社団法人全日本検数協会、社団法人日本貨物検数協会

以上4省庁、9団体


